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「イ ンター ンシ ップの成 果 と課 題

一 受 入 企 業 ア ンケ ー ト結 果 か ら一」

浅 海 典 子

1.問 題 意 識

若年者 の就職率の低下生、無業者や離転職者の増加2な どを背景 として、若

者のキャ リア形成支援が大きな課題 となっている。大学におけるキャ リア形

成支援 は、従来か ら進め られてきた就職指導か ら、将来のキャリア形成 に向

けた指導へ と変化 しつつ ある。労働政策研究 ・研修機構(2004)に よれば、

大学就職部は 「自己理解」 「勤労観 ・職業観」「生きること ・働 くことの意義」

「職業理解」 「礼儀 ・マナー」などの幅広いテーマによる指導を行い、低学年

か らキャ リア形成への意識を高めよ うとしている3。また、大学 と企業の連

携 によるキャ リア形成支援への要望 も高 く、 「企業のインター ンシ ップの積

極的受け入れ」を94.7%の 就職部が必要であるとしている。

インターンシップとは、1997年 に文部省 ・通商産業省 ・労働省(当 時)が

とりま とめた 「インターンシップ推進に当たっての基本的考え方」によれば、

「学生が在学 中に自らの専攻 、将来のキャ リアに関連 した就業体験 を行 うこ

と」である。従来よ り、インターンシップは医療や教員養成分野な どの学校

教育 と職業 とが直結す る場合に 「実習」 として導入 されてきた。 しか し上記

の定義によるインターンシップは、特定の専攻 を対象 とせず、また必ず しも

教育体系に組み込まれないなど、幅広 く捉えられて推進 されている。

文部科学省(2005)『 平成16年 度インター ンシップ実施状況調査結果』 に
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よれば、単位認定を行 う授業科 目としてインター ンシップを実施 した大学は

418校 である。大学実施率は59.0%で あ り、毎年確実に増加 している。(図1

インターンシップ実施大学数と実施率の推移)ま た授業科 目としてインター

ンシ ップを体験 した大学生は39,010人 を数 える。厚生労働省(2005)『 イ ン

ターンシップ推進 のための調査研究委員会報告書』では、単位認定を受けた

インター ンシ ップ生の割合に文科省調査の学生数 を当てはめて、平成14年 度

に全国でお よそ12万 人がインターンシップに参加 しているもの と推計 してい

る(単 位認定を受 けないイ ンター ンシップを含む)。 平成16年 度の単位認定

学生数によって推計すれば、全国でおよそ15万 人の参加が推測 される。

図1イ ンターンシップ実施大学数と実施率の推移
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出所:文 部科学省(2005)『 平成16年 度インターンシップ実施状況調査結果』

より作成

一方
、学生を受 け入れ る企業側1もイ ンター ンシップを含む若年者のキャ

リア形成支援に積極的な姿勢 を示 してお り、た とえば 日本経済団体連合会 ・

日本商工会議所(2003)「 若年者 を中心 とす る雇用促進 ・人材育成に関す る
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共同提言」では、充実すべ き施策の トップに 「イ ンターンシップ、 トライア

ル雇用等の推進」 を挙げている。

このように、行政 ・大学 ・企業が積極的に推進 してきたインターンシップ

であるが、関心 と期待が高まる一方で課題 も見出されている。大学 にとって

最大の課題は受入企業数 の確保であ り、厚生労働省(2005)で は、50.0%の

大学が 「企業 の確保が難 しい」 としている。

企業数 を確保するためには、企業のインター ンシ ップ受 け入れへの意欲を

引き出す必要がある。それでは、企業は どのよ うな 目的でインター ンシ ップ

学生を受 け入れているのであろ うか。厚生労働省(2005)に よれば、企業の

インターンシ ップ受け入れの 目的は 「学生の就業意識向上(67.6%)」 が トッ

プであり、いわば社会貢献が最大の 目的である。 しか し、 「指導 にあた る若

手社員の成長(40.7%)」 「地元の大学等 との交流の深化(40.6%)」 「学生の

配置による職 場全体の活性化(36.3%)」 な ども指摘 され、比率は低 いが採

用や繁忙期の人手確保 を挙げる企業 も見 られ る。 このような企業の受け入れ

目的に対 して、大学教育 として可能な範囲で対応 し、受け入れへのインセ ン

ティブを高めることが、企業数の確保 と拡大につながるもの と考え られ る。

神奈川大学経営学部のインターンシップは、1998年 からのパイ ロッ トテス

ト期 間を経て、2000年 に経営学特殊講義 としてスター トした。2002年 の新カ

リキュラムか らは単位認定を行 う 「実社会体験研究」 として導入 され、2004

年 か ら3年次科 目として開講 されている。2005年 度のイ ンターンシ ップは学

生による成果報告会 をもって終了 し、次年度への準備期間を迎えている。そ

こで本稿では、2005年 度神奈川大学経営学部イ ンターンシ ップの受入企業へ

のアンケー ト調査結果および訪問調査結果 を用いて、以下の点を検討す る。

① 神奈川大学経営学部のインターンシップ受入企業の 目的は何か。ま

たその 目的を達成 し成果を得た と評価 しているか。

② 大学 は受入企業の 目的に対応できているのか。課題 は何か。

「イ ン ター ンシ ップ の成 果 と課 題一 受入 企業 ア ンケー ト結果 か ら一 」245



2.神 奈 川 大 学 経 営学 部 の イ ンター ン シ ップ の概 要

(1)「 実社会体験研究」の学修 目標 と運営

「実社会体験研究」は、以下の4つ の学修 目標 の達成 をめ ざしている。①

大学で学ぶ経営学の諸理論が、実社会で どのよ うに活か されているかを研究

す る。② 自己の職業適性や興味関心への理解 を深める。③職業人 となること

への意識を醸成 し、働 くことの心構えを学ぶ。④社会人 としての基本的なス

キルや ビジネスマナー を学ぶ。

またこの科 目は 「事前学習」「インターンシ ップ実習」 「成果報告」の3段

階に分けて運営 され る。各段階の学習内容は以下の とお りである。

「事前学習 」:組 織 の仕 組 み と働 き ・仕 事 の進 め方 ・自己理解 と他者 理解 ・

イ ンター ンシ ップでの コ ミュニケー シ ョン ・職場 でのマ ナー とル ール ・プ

レゼ ンテー シ ョン

「イ ンター ンシ ップ実習」:企 業 で の約2週 間 の職 場 実 習 と課題 研 究

「成 果 報告」:イ ン タ._._ンシ ップ実 習 の 報 告 書 提 出 、 大 学 と企 業合 同の成果

報 告会 での発 表

「事前学習 」 は4～7月 の授 業 時 間 内 に 実 施 し、8～9月 の夏 期 休 業 中 に 「イ

ン ター ン シ ップ実習」 を行 った。 成果報 告会 は10月 に 開催 した 。

(2)受 入 企 業 と参 加 学 生

2005年 度 の イ ン ター ン シ ップ受 入 企 業 は、神 奈川県 お よび東京都 の33社 で

あ った 。 そ の 内 訳 は 、 行 政 機 関:3社 、 公 益 法 人:3社 、社 会 福 祉:2社 、製

造:5社 、建 設 ・工事:2社 、運輸 ・ホ テル:2社 、 出版 ・広 告:2社 、商社 ・卸 売:

2社 、 小 売:4社 、 情 報 サ ー一ビス:4社 、 そ の他 サ ー ビス:4社 で あ る。

「実 社 会 体 験 研 究 」 を履 修 しイ ンター ンシ ップ実習 に参加 したのは、神奈川

大学経営学部国際経営学科3年 次 生57名 で あ る。 履 修 者 全 員 が イ ンター ンシ ッ
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プ実習をや り遂げ、単位 を取得 した。

3.イ ン タ ー ン シ ッ プ 受 け 入 れ の 目 的

(1)ア ン ケ ー ト調 査 概 要

2005年 度 の イ ンタ ー ン シ ップ を評 価 す るた めに、受 入企業33社 を対 象 と し

て ア ン ケー ト調 査 を実 施 した。成 果報告会 を終 え、す べての プ ログラムが終

了 した2005年10月20日 か ら11.月10日 の期 間 に ア ンケ ー ト調 査 票 を郵 送 し、回

収 ・集 計 を行 った。32社 か ら回答 を得 た。

(2)イ ンターンシ ップの受け入れ 目的

イ ンターンシ.fプ 受け入れの 目的 を尋ねた結果 が図2で ある(複 数回答、

回答数32社)。 最も重視す る目的(1つ のみ選択)は 、 「神奈川大学 との交流

の深化」 「若年者失業率の悪化や無業者 の増加 に対する社会的貢献」が とも

に18.8%で 際立って多い。 さらに 「あてはまる」 も含 めた比率 を見ると、8

割以上の企業が 「神奈川大学 との交流の深化」 を挙げている。

図2イ ンター ンシップ受け入れの目的(MA、n=32)

o% zo% 40% soy 80%100%

神奈川大学との交流の深化 葦'

神奈川大学の学生の就業意識向上

貴社や貴業界に対する大学生の認知度の向上'

若年者失業率の悪化や無業者の増加に対する社会的 .
貢献

貴社や貴業界の一般的な認知度の向上 ・

実習生の指導にあたる、若手社員の動機付けと育成3・

学生の配置による職場全体の活性化3

学生の意見による職場や業務の点検、改善

卒業後に標用したい人材の見極め ・

社内にはない知識や技術一 一 コ 【

匡 も醐 する口あてはま司
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この結果 を厚生労働省(2005)の 調査 と比べてみ ると5(図3受 け入れ目

的の比較)、 神奈川大学経営学部のイ ンター ンシ ップ受入企業では、大学 と

の交流深化を挙げた企業の比率が高いことがわかる。 さらに、厚生労働省調

査では用意 されていない選択肢であるが、神奈川大学経営学部のインターン

シ ップ受入企業の4割 が、 「社会貢献」を 目的 としてお り、地元大学 との連

携や教育 ・人材育成への貢献に対する意欲が高いことがわかる。

図3受 け入れ目的の比較(神 奈川大学経営学部/厚 生労働省調査)

0%20%aax60%80%100%

神奈川大学との交流の深化

神奈川大学の学生の就業意識向上

貴社や貴業界に対する大学生の認知度の向上

若年者失業率の悪化や無業者の増加に対する社会的

貢献

貴社や貴業界の一般的な認知度の向上

実習生の指導にあたる、若手社員の動機付けと育成

学生の配置による職場全体の活性化

学生の意見による職場や業務の点検、改善

卒業後に採用したい人材の見極め

社内にはない知識や技術の活用

1回最櫨 視する・あてはまるE労 省調査1

(3)受 け入 れ 目的 別3つ の 企 業 グル ー プ

各 企 業 が選 んだ 受 け入れ 目的 によって、回答企業32社 は 大 き く3つ の グル ー

プ に分 け る こ とが で き る。

①社会 ・地域 ・大学への貢献志向企業(20社)

「神奈川大学との交流深化」「自社や業界の一般的な認知度の向上」「若年者

失業率の悪化や無業者の増加に対す る社会的貢献」「神奈川大学の学生の就

業意識向上」を選んだ企業であ り、直接的なメ リッ トよりも地域や社会への

貢献、大学教育への協力を志向す る企業グループである。回答企業の中で最
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も多い20社 を数 え た。

②組織への波及効果志向企業(5社)

「実習生の指導にあたる、若手社員の動機付 けと育成」「学生の配置による

職場全体の活性化」「学生の意見による職場や業務の点検、改善」「社内には

ない知識や技術の活用」を重視する企業であ り、イ ンターンシップ実施 によ

る変化や何 らかのメ リッ トを見出そ うとしている5社 の企業である。

③採用活動志 向企業(7社)

「卒業後に採 用 したい人材の見極め」「自社や業界に対する大学生の認知度

の向上」を重視す る企業であ り、インターンシ ップを採用活動に役立てたい

との意欲を持つ企業が7社 見出された。

4.訪 問調 査 で見 出 され た各 企 業 グ ル ー プ の特 徴

2005年 度インターンシップでは、8～9月 のインタ._._ンシップ実習中に大学

スタッフが企業を訪問 して中間指導 と訪問調査を実施 した。数社の受け入れ

担当者の発言 を引用 して、インターンシップへの取組み姿勢や意欲に関する

特徴 を、上記の3つ の企業 グループごとに検討 したい。

①社会 ・地域 ・大学へ の貢献志 向企 業

建設業A社

「神 奈 川 大 学経 営 学 部 か らの イ ンター ン受 け入れ は3年 目で あ る。 学 生 に

い ろ い ろな経 験 を させ たい ので、建設 現場へ連 れ て行 った り、入札や 営業 回

りに同行 させ て い る。 イ ンター ンシ ップ受 け入 れ に よる見返 りを期待す るつ

も りは ない。 受 け入 れ学生 は1人 で は あ る が 、 あ くま で 人 を育 て るつ も りで

協力 してい る。 したが って、受 け入れ る学生 に条件 をつ けるつ も りは ない。

学生 によって意欲 や 姿勢 に違 い はあ るが、そ れ は仕 方 がな い と考 えてい る。
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学校教育 と実社会 とのギャップを埋める事が重要である。」

社会福祉法人B社

「学生には、福祉作業所、重度障害者通所施設な どを複数回って実習 させて

いる。福祉系学部以外のインター ンシ ップは、ほ とん どの学生が就職活動 と

は別 に捉 えているようであ り、受け入れ側 も人間形成や社会勉強が 目的だ と

認識 している。ただ し、最近の学生は依存的で何が知 りたいか、 どのよ うな

目的で実習 したいかが本人か ら出てこない傾 向がある。」

②組織への波及効果志向企業

広告代理業C社

「当初は、社会貢献になればと考えてインター ンシップを受 け入れた。 しか

しスター トしてみ ると、当社にとってもいろいろな利点があることに気づい

た。採用活動の一環 として捉えることもできる し、学生にとって広告業界や

当社の魅力が どこにあるかを知ることもできる。職場に 「新 しい風」を吹き

込むことにもつながる。いろいろな可能性が考えられ るので、今後 も積極的

に協力 していきたい。」

商社D社

「イ ン ター ン受 け入 れ が若 手 の育成 になる ことにつ いては、実際 に受 け入れ

てか ら気 づいた。若 手 の トレーナー に とって良い体験 にな る。正 しく教 えな

くて はい けない、嘘 は言 えない、 自分 な りに整理 し直 さない と教 え られ ない、

お手本 にな る必要 があ る、 な どた くさんの メ リッ トが あ る。 ほ とん どの若 手

が トレー ナー をや りた くな い と言 うが、実習 を終 える と 「お も しろか った」

と言 って くれ る。 近年 、新 卒採用が少 な くな ってい るので 、先輩 として後 輩

に教 える代 わ りにイ ン ター ンシ ップ で体験 させ てい る面 もある。」
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③採用活動志 向企業

事業所向けサー ビスE社

「インター ンの受け入れ を採用に繋げたい と考えている。そのメ リッ トが

なければ受け入れの負担ばか りが大き くなって長続 きしないだろ う。採用を

見据えて どこかのゼ ミか ら誰 か選んでインター ンに来て もらう方が、効果的

だ とい うことになって しま う。

これまで、採用ではま じめな人がいいか とか、がんば りが大切か とか、い

ろいろ試行錯誤 してきたがなかなか うま くいかない。学生時代 にこの業務 に

関する初級の資格 を取得 し、次の級をめざす くらいの学生を採 りたい。就職

す ると安心 して しまって勉強 しな くなる人が多いので、意欲 と能力の高い人

を採 りたい。そのためにインターンシップを活用 したい。

実習の指導 には2年 目の社員があたっている。『学生が就職 した くなるよ う

に教えなさい』 と指示 している。」

情 報サ,___ビスF社

「企 業 の 業 務 処 理 に 関 わ る情 報 処理 サー ビス を行 な ってい るた め、営業 、S

E、 プ ロバ イ ダ 技 術 、 ネ ッ トワー ク 技術 、オペ レー ター な ど職 種横 断 的 な実

習プ ログ ラム を作成 してい る。

イ ンター ン受 け入 れ は3年 目で あ り、今 年 度 は4大 学 か ら2名 ず っ が 参 加 し

た。 当初 は 学 生 に 関す る条件 をつ けず に受 け入 れた が、昨年 か らは情報サ._._

ビス 業 界 に興 味 を 持 ち 、SEや プ ログ ラマ ー を希 望 す る学 生 を募 集 して い る。

学生が この業界や仕 事 に興 味を持 って いれ ば、教 えた内容 につ いて探究 心 を

もって取 り組 んで くれ る。 その学生の探 究心 と一所懸命 さが、受 け入れ側 の

充実感 につ なが ってい く。

情報サー ビス業界 は、各社 の機 能や組 織 ・仕事 の違 い がわか りに くい。 学

生 に とって も区別 がつ かないの ではないか と思 われ るの で、イ ンター ンシ ッ

プ を通 して分 か りやす く伝 えて い く必 要が あ る と考 えて い る。」
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以上のよ うに、受入企業はそれぞれの状況に応 じてイ ンターンシップを企

業活動に組み込み、 目的 とメ リッ トを明確に認識 して参加 している。 この受

入企業のさま ざまな 目的に対応す ることが、受入企業の確保 を、さらにイン

ターンシ ップの安定 と拡大を可能にす るといえよ う。 もとより、就職活動の

早期化や学生の囲い込みのよ うな、大学教育を阻害するイ ンターンシ ップは

認 められない。また、インターンシ ップを人手不足解消に利用す るような企

業が見過 ごされてはな らない。 これ らの点を踏まえた上で、受入企業のイン

ターンシップへの意欲 を引き出す ことが課題であろう。

5.イ ンタ ー ン シ ップ の成 果

(1)学 生の学修 目標 ・企業の受 け入れ 目的 とインターンシップの成果

次に、企業でのインターンシップ実習によってどのような成果が得 られた

か をア ンケー ト調査結果から検討す る。授業科 目である 「実社会体験研究」

は、以下の4つ の学習 目標 を掲げていることは既に述べた。

① 大学で学ぶ経営学の諸理論が、実社会で どのように活かされているかを

研究す る

② 自己の職業適性や興味関心への理解 を深める

③ 職業人 となることへの意識 を醸成 し、働 くことの心構 えを学ぶ

④ 社会人 としての基本的なスキルや ビジネスマナーを学ぶ

各々の学修 目標は、受入企業へのアンケー ト調査票において①=「 実習生

による課題研究とその成果」、②=「 実習生の興味 ・適性 に対する自己理解」

、③=「 実習生の就業意識の向上」、④ 一 「実習生の知識 ・意欲 ・マナー向

上」 に表わす ことができる。 さらに、受入企業にとってのインター ンシップ

の目的が達成 されたかをあわせて検討す る。

図4で は、受入企業が 「成果が上がった」 と考えている項 目か ら順に列挙

した。上位4項 目は、 「実社会体験研究」の学修 目標 を表わす項 目であ り、い

ずれ も6割 以上の企業が成果を認めてい る。 さらに、5番 目には受入企業が最
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も期待 してい る 「神 奈川 大学 との交流深化 」 を62.5%の 企 業 が 指 摘 して お り、

学生 にとっての 目標 と企業にとっての 目的が、 ともにある程度達成 されてい

るこ とがわか る。

図4イ ン ター ン シ ップ の 成 果(n=32)

0%

実習生の就業意識の向上

実習生の興味・適性に対する自己理解

実習生の知識・意欲・マナー向上

実習生による課題研究とその成果

貴社と神奈川大学との交流深化

指導する若手社員の動機付けや成長

貴社や貴業界の認知度向上

学生の配置による職場全体の活性化

学生の意見による職場の点検・改善

卒業後に採用したい人材の見極め

社内にない知識や技術の活用3

指導にあたる社員の業務負担が増加した

受入部署の理解・協力を得るのに苦労した

プログラム作成や事務作業に忙殺された

指導にあたる社員の残業時間が増加した

顧客や取引先に迷惑が及ん煙.

zoo ao% 60% 80% 100%

国あてはまる 囲 どちらともいえない 口あてはまらない

なお、 図4に お い て 下 か ら5項 目は、 受 入 企 業 に とっ て マ イ ナ ス評価 とな る

項 目を挙 げた。 「指導 に あた る社 員 の業 務負担 が増加 した」 を40.6%が 、 「受

入 部 署 の理 解 ・協 力 を得 るの に苦 労 した」 を12.5%の 企 業 が 指 摘 して い る。

企 業 の負 担 を軽減す る方策 を探 ってい く必要 があ る。

(2)受 入 目的 別 イ ン ター ン シ ップ の 成 果評価

今年度 のイ ンター ンシ ップ受入企 業 には、受入 目的別 に3っ の企 業 グル ー

プ が 見 出 され た。 では、 このグル ープ に よって、成果へ の評 価 に特 徴 が見出

せ るであ ろ うか。
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表1受 け入 れ 目的 別 、 イ ンタ ー ン シ ップの成果

「あてはまる」とした企業の割合

社会貢献 波及効果 採用活動

志向企業 志向企業 志向企業

(20社) (5社) (7社)

社会貢献

実習生の就業意識の向上が見られた 85,090 80.0% 85,790

実習 生の知識 ・意欲 ・マナー な どの 向 65.0% 40.0° 85,790

上が見られた

実習生が自ら設定 した課題 を探究 し、 70.09 fiO.0°/0 57.1%

ある程度の成果を得た

実習生の、 自己の興味 ・適性に対する 75.0% 80.0°0 57.1%

理解が深まったと見られる

貴社と神奈川大学との交流深化に役立っ 75.09 40.0% 42.9%

た

採用

卒業後に採用 したい人材の見極めに効 帖.0% 0.0% 28.6%

果があった

貴社や貴業界の認知度が高まったと考 30.0% o.o% 14.39

え られる

波及効果

指導にあたる若手社員の動機付けや成 35.0 80.0% 14.3

長に役立 った

学生の配置による職場全体の活性化が 10.0°,6 20.0% 42.90

見 られた

学生の意見が職場の点検、改善に役に 20.00 40.0°% 1!',

立った

社内にはない知識や技術の活用がなさ 0.0% 20.0% 0.0%

れた

表1に 示 した よ うに 、 受 入 目的別 に分 けた各企 業 グルー プは、各 々の 目的

に対す る成果 を高 く評価 してい る。 したが って、各企 業 はイ ンター ンシ ップ

受 け入れ の 目的を、一定以 上達成 できた と考 えている と見 なせ よ う。ただ し、

採 用活動志 向企 業の採用 関連 項 目へ の評価 は 、他 の企 業 グルー プ よ りは高い
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ものの、相対 的 に低 い レベル に とどま る。イ ンター ンシ ップ と採 用 を どこま

で結びつけて考えるかは企業によって異なるであろ うし、そもそもどの程度

の成果が適正であるかは十分に検討 され るべき課題である。 したがって、イ

ンターンシップを採用活動 と関連付けて受け入れ る企業に対 しては、あ らか

じめ企業側の期待水準や、教育 としてのインターンシップの特性な どについ

て話 し合い、相互理解を深めてお く必要がある と思われる。

6.イ ンター ンシ ップの効果 向上策

(1)効 果向上策

インターンシップの効果 をさらに高める方策にっいて尋ねた。 図5に 示 し

た よ うに、 「事前教 育 にお け る ビジネ スマナ ー習 得強化(56.3%)」 「実 習 先

企業 に関す る事前研究の充実(50.0%)」 「事前教育における注意事項の徹底

(46.9%)」 な ど、実 習 準備 の充 実 を望 む 声 が高い。

図5イ ン タ ー ン シ ップ の効 果 向 上 策(MA、n=32)

事前教育におけるビジネスマナー習得強化

実習先企業に関する事前研究の充実

事前教育における注意事項の徹底

実習生の感想 ・意見の実習先企業へのフィードバック
実習先企業における実習プログラム作成ノウハウの

充実
実習生への評価・コメントのより詳 しいフィードバック

就職活動と位置づけず幅広い研究テーマで実習
実習先企業の希望(資 格や就職希望)を 満たす実習

生の参加
就職先の業界 ・企業研究としての位置づけの強化
事前打合せ会、実習生に関する大学からの情報提供

の充実
実習先企業における全社的な受け入れ体制の整備

本学担当教員・スタッフとの連携強化

実習期間の長期化実習生
の評価 ・コメントの、大学へのより詳しいフィー

ドバック
実習先企業の相互交流の強化

実習期間の短縮化

各企業の指導担当若手社員の相互交流
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次に、受 け入れ 目的別の企業 グループごとに指摘する項 目の特徴 を比較す

る。①社会貢献志 向企業は、特に 「事前教育での ビジネスマナー習得強化」

「事前教育での注意事項の徹底」「実習先企業に関する事前研究の充実」を指

摘 してお り、全般的な実習準備の充実を期待 している。

②波及効果志向企業は 「事前教育 での ビジネスマナー習得強化」「実習先

企業のプログラム作成 ノウハウの充実」を挙げている。イ ンターンシップの

メ リッ トをさらに引き出すために、実習プログラムの内容充実を検討 してい

ると考えられ よ う。

③採用活動志向企業は、「実習先企業のプログラム作成 ノウハウの充実」

「実習評価の実習生へのよ り詳 しいフ ィー ドバ ック」「実習生の感想 ・意見の

実習先企業へのよ り詳 しいフィー ドバ ック」を向上策 としてお り、企業 と実

習生の相互の情報交換 を期待 していることが明らかになった。

(2)就 職活動 との関連性

インターンシ ップの効果向上策に関する質問では、インターンシップ と就

職活動 との関連性に対す る企業の意見を知 るために、相反するふたつの選択

肢 を用意 した。すなわち、 「就職先研究 としての位置づけを強化 して実習に

臨ませ ること」 と 「就職活動 としてではな く、幅広い研究テーマを設定 して

実習に臨ませること」の二項 目である。

集計結果 を見る と、①社会貢献志向企業 と②組織への波及効果志向企業が

「幅広い研究テーマの設定」を支持 してい るのに対 して、③採用活動志向企

業は 「就職先 としての位置づけ強化」を支持 している。全体での指摘率はほ

ぼ同じ程度であ り、神奈川大学経営学部のインター ンシ ップ受入企業は、イ

ンターンシップと就職活動 との結びつきについて、大きく二方向の意見を持っ

ているといえよう。
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7.今 後 の課 題

アンケー ト結果の考察から、神奈川大学経営学部のインター ンシ ップにお

ける今後の課題にっいて検討 したい。

① 企業の受 け入れ 目的に応 じた対応の充実

企業のインター ンシ ップへの意欲 を高めるためには、企業の期待により一

層応 えられ るインター ンシップをめざす必要がある。大学の役割 と教育 とし

てのインター ンシップの位置づけを見据 えた上で、た とえば、社会貢献志向

企業や波及効果志向企業には学生の研究テーマをより明確に して実習に臨ま

せ る、採用活動志向企業に対 しては希望学生に就職先 としての業界研究を求

めるな どの、きめ細かい対応が求められ よう。

② 学生への受入企業に関する情報提供を充実させ、 ミスマッチを防ぐ

学生に とっても、受入企業が何 を求めているのかをあ らか じめ知 らせるこ

とが重要である。受入企業の概要だけでなく、受け入れの 目的、過去の実習

内容、先輩実習生の成果報告書や実習 中の 日誌 などの情報 を学生に提示 し、

企業の期待 と学生の 目的 とのマッチングを確実なものにする必要がある。

③ 受入企業 との連携の強化

神奈川大学経営学部のインター ンシップ受入企業は、神奈川大学 との交流

深化 を強 く求めてい ることが明 らかになった。 したがって、 「交流の深化」

の具体的な内容 を探 り、産学連携 を強化す ることがイ ンターンシ ップの拡大

には欠かせない。また、インター ンシップの受け入れに とどまらず、キャ リ

ア教育全般への協力 を企業に求め、大学か ら社会への移行 を積極的に支援す

る方策 を考えてい くことが求められ よ う。各企業か らのインター ンシップに

関す る情報提供や、職業 ・仕事をテーマ とした講演、神奈川大学OBに よる

体験談紹介な ど、 さま ざまな試みが考えられ よ う。今後の課題 としたい。
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インター ンシ ップの効果が明 らかになるにしたがって、各大学による受入

企業の確保が大きな問題 とな りつっある。量的拡大だけでな く、一組ずつの

企業 と学生の組み合わせが確実な成果 と双方の満足 を生む ように努めなけれ

ば、プログラムの継続 は望めないであろ う。2005年 度は受入企業によるイン

ターンシップの評価 を試みたが、今後は学生か らのプログラムへの評価や意

見の収集 も検討 し、より効果的なインターンシ ップの推進をめざしたい。

1文 部科学省 「平成17年 度学校基本調査」によれば、大学卒業者の2004年 度

の就職 率は59.7%で 、過去最低 であった2002年 度 に比べ ると改善 されている

が、1999年 度以降は50%代 が続いている。

2厚 生労働省 『平成17年 版労働経済 白書』は、15～34歳 の非労働力人 口の う

ち、家事 も通学 もしていない者 を 「若年無業者」 としている。2004年 では64

万人であ り、2002年 か ら同程度の高水準が続いている。同 白書はまた、2001

年大学卒業就職者 における3年 以内に離職す る者 の割合は35.4%、 入社1年 以

内の離職率は2003年 大学卒業就職者 において15.3%と 、いずれ も高い水準で

あるとしている。

3労 働政策研究 ・研修機構(2004)『 企業が参画す る若年者 のキャ リア形成

支援』労働政策研究報告書No.11.

4本 稿の 「企業」 とは、行政機 関や公益法人、福祉団体な どを含むもの とす

る。

5「 神奈川大学 との交流の深化」は、厚生労働省(2005)の 調査票では 「地

元の大学等 との交流の深化」、「神奈川大学の学生の就業意識向上」は 「学生

の就業意識向上」 との表現である。 また、 「貴社や貴業界の一般的な認知度

の向上」 「若年者失業率の悪化や無業者の増加 に対す る社会的貢献」に関す

る選択肢は厚生労働省(2005)に はないので比較できない。
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